
一般社団法人 原子力安全推進協会

1,971,091 1,632,393

1,950,224 1,592,447

3,524 70

15,414 992

1,927 38,883

634,319

121,781 66,845

11,692 66,845

68,874

41,214 1,699,238

無形固定資産 200,171

599 300,000

141,692 606,172

57,880 606,172

投資その他の資産 312,366 606,172

251,201

500

60,664

906,172

2,605,411 2,605,411

 (注） 記載金額は，千円未満を切捨てて表示している。

預 り 金雑 流 動 資 産

敷 金

長 期 投 資

長 期 前 払 費 用

利 益 剰 余 金

建 物 附 属 設 備

工 具 器 具 備 品 負 債 の 部 合 計

建 物 退 職 慰 労 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

ソフトウェア仮勘定

繰越利益剰余金

その他利益剰余金

ソ フ ト ウ ェ ア

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

前 払 費 用 未 払 消 費 税 等

純資産の部 

商 標 権 基 金

【 固 定 資 産 】

有 形 固 定 資 産 【 固 定 負 債 】

貸　借　対　照　表

平 成 31 年 3 月 31 日 現 在

（単位：千円）

資産の部 負債の部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

現 金 ･ 預 金 未 払 金



一般社団法人　原子力安全推進協会

5,287,648

43,810

5,331,458

4,662,439

572,606

48,566

5,283,612

47,845

42,731

11

42,743

10,480

10,480

80,107

80,107

71

80,035

 (注） 記載金額は，千円未満を切捨てて表示している。

法 人 税 等

当 期 純 利 益

事 業 外 収 益 合 計

【 事 業 外 費 用 】

雑 損 失

事 業 外 費 用 合 計

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

運転責任者判定事業費

事 業 費 用 合 計

事 業 利 益

【 事 業 外 収 益 】

雑 収 入

受 取 利 息

会 費 収 入

運転責任者判定料収入

事 業 収 益 合 計

【 事 業 費 用 】

活 動 費

運 営 費

損　益　計　算　書

自　平 成 30 年 4 月 1 日　　至　平 成 31 年 3 月 31 日

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

【 事 業 収 益 】



1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

計算書類及びその附属明細書の作成基準

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成している。

固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用している。

ただし，建物並びに平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備について

は，定額法を採用することとしている。

② 無形固定資産

定額法を採用している。

引当金の計上基準

退職慰労引当金は、理事の退任慰労金及び職員の退職金の支給に備えるため，

内規に基づく期末要支給相当額を計上している。

その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

なお，未経過リース料総額は，32,797千円である。

② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。

③発電所総合評価に基づく経済的インセンティブ

発電所総合評価に基づく経済的インセンティブについては，「会費収入－

特別会員会費」に反映している。

2. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　237,582千円

個　別　注　記　表

(1)　

(2)　

(3)　

(4)　

 


